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The time of eradication of tuberculosis has been discussed for several countries
, and 

based on those results, a new strategic plan and goals have been elaborated . Considering 

such developments, and in order to make a new tuberculosis control strategy
, it is 

important to determine the point at which eradication of tuberculosis would be achieved in 

Japan.

Styblo proposed the two conventional definitions of eradication of tuberculosis
, namely 

that the incidence of smear—positive tuberculosis has fallen below 1 per million population 

or that the prevalence of tuberculosis infection in the general population has fallen below 1

% and continues to decrease.

The bacteriological results of new cases have been reported since 1975 in Japan . 
However, those results are still of doubtful validity and reliability . Therefore, the author 
estimated the year of eradication of tuberculosis , according to the criterion that 
tuberculosis is eradicated when the proportion of the population infected with tubercle 

bacilli is less than 1 %.

If the risk of infection is changing at a regular rate
, it is possible to estimate the risk 

of infection at any time in the past and in the future . Once the risk of infection is 

determined, it is also possible to calculate the age—specific prevalence of infection and the 

proportion of the population infected with tubercle bacilli at various times in the past and 

in the future.

In Japan, the risk of infection before World War II was assumed to be around 4% and 

not to vary with calendar year. And based on the data from the prevalence surveys in 

Okinawa in 1968 and 1973, the risk of infection was estimated 0 .3% in 1968 and has declined 

on average, by 10 to 11% annually. At that time , Okinawa was the only area free from 
BCG vaccination in Japan.

The incidence rate in Japan also has declined
, on average, by 10% annually. However, 

since late 1970s, the annual speed of decline of the incidence rate has been slowed down
. 

Therefore, I assumed that the recent trend of the infection risk is the same as the trend of 

the recent incidence rate among the 0-29 year age-group .
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The size of the effect of age on the risk of infection has been discussed. The author also 

considered age-effects in the model. The weight applied to the risk of infection by age was 

determined by examining the age—specific positive rate in the 1930s before the era when

 TICG vaccination was widely used.

Weighting the risk-difference by age to the model that the annual risk of infection up 

to 1947 was 4% constantly; since then, it declined by 10% annually up to 1977; since then, 

it has declined by 5% annually, I concluded that the eradication of tuberculosis in Japan 

will take place in 2058.
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は じ め,に

わが国 において将来 の結核対策 を考え る場合,ま ず考

慮 しなければな らない問題 の一つ は,日 本 において結核

が根絶 され るのは,は た していっか,と い う問題 であろ

う。結核 は天然痘 と違 って見 た 目です ぐに結核患者 と識

別で きる病気で はない。 また,結 核 はひ とたび感染す る

と'そ の個体 はその後何十年 にもわた って結核発病の リ

ス ク1)2)を もっ ことになる。 そのため,結 核発病 を"ゼ

ゴ'に した とい う確信 を得 るのははなはだ困難 である。

そ こで,結 核の疫学者 の間では,結 核 の根絶基準 を 「塗

抹 陽性結 核患 者 の発生が年間100万 対1以 下」'あ るい

は 「結核既感染者の割合が全国民の1%以 下」 にな った

時 点 を結核 の根絶年 と しよ うと定 めて いる3)。こうす る

と,オ ランダで は2025年 に この基準 に到達す る といわ

れている3)。アメ リカ合衆 国保健 ・福祉省 では,1989年,

アメ リカ合衆国の結核根絶のための戦 略 プラン4)と 題 し,

大 々的 な結核 根絶 計画 を立 て,2010年 まで に新発生症

例 を年間100万 対1以 下 にす るという目標 に到達 しよう

としている。本研究 は,わ が国 において も同様 の考 え方

に立 って結核 の根絶年 を推計 し,わ が国の結核 問題 の大

きさを諸外国 と比較 し,将 来の結核根絶戦 略のためにそ

の資料を提供 しようとす るものであ る。

資料と方法

結核の根絶年を規定す るのに,Tuberculosis Surveil-

lance Research Unit(TSRU)の 考 え 方3)5)で は,

塗抹陽性患者の発生率か ら規定す る方法 と,既 感染者の

割合か ら規定す る方法 と2通 りある。両者 は,既 感染者

か らの塗抹陽性 の発病率 につ いて の検討か ら,根 絶年 の

規 定 に同様 の意義 を もっ もの とされている5)。日本で は

塗抹 陽性 患者 の発生 率 に関 しては,1975年 よ り菌検査

結果 が定期報告 として報告 されるよ うになった ものの,

菌検査率 とか検査結果 の報告率 においてまだ地域別,暦

年別の変動が大 きい。 さらに検査方 法 も完全 には統一 さ

れ た もので はな く6)7),検 査結果の精度上の問題 も問わ

れている8)。

それに加え疫学的な知見か らは次 のような問題が ある。

塗抹 陽性罹 患率 の推移 は菌所見 が報告 されるよ うになっ

た1975年 か ら横 ばい状 態で,最 近 では増加 の兆 しをみ

せ て い る9)。新登録肺結核中の塗抹陽性例の割合に至 っ

て は,1975年 以来一貫 して増加を続 けこの15年 で3倍

に もな った9)。そ してその理 由はまだ完全 には明 らか に

されていない7)。

これまで多少の違 い はあ るとして も,感 染危 険率 は,

0～4歳 の髄 膜炎 罹患 率,20歳 代の塗抹陽性罹患率 と

並行 して推移す ると考 え られ,感 染危険率の間接法 によ

る推定 も提 案 され て きた10)。しか し最近 の塗抹陽性の

動 向か らは,そ の方法 に疑問 が残 る。 そのため本研究で

の結核根絶年の推 計 は,結 核既感染者 の検討 か ら行 った。

わ が国で はBCG接 種が広 く普及 してい るので,結 核

に感染 して いるか否かを ツベル ク リン反応検査で直接,

判定す る ことは困難で ある。 したが って,既 感染者の数

を求 め るのに'わ が国 の感染危険率 の推移か ら既感染者

の数 を推計 す る方法 を とった。わ が国 の感染危険率 は

Fig.1の 実線で示す ように,1945年 あ るいは47年 以前

は4%で 暦年 による変動はみ られず ほぼ一定,そ の後 年々

10%の 一 定速 度で 減少 す る と考 え られ,こ れ まで もい

ろいろなモデルに用 い られてきた1)11)。この単純 なモデ

ルで は,最 初 の感染危 険率 とその後 の年平均減少速度 を

設定す るだ けで,あ る特定年 の感染危険率 を容易 に計算

す ることが可能であ る。

感染危険率が一定水準で あった時期の感染危 険率をM

%,減 少 が始 まる年をi=1,そ の後の減少速度を年R
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Fig..1. Estimated Annual Risk of Tuberculous

Infection, Japan.
The risk was estimated based on the follwing assumptions .-

: Annual risk of infection up to 1947 was 4% and did not

 change according to calendar year; since then
, it has

 declined by 1% annually.

: Trend of annual risk of infection up to 1977 was the

 same as the above; since then , it has declined 5%
 annually.

とす る と,あ る暦 年(i)の 感染 危険 率(Pi)は 次式 に

よ って表 される。

Pi=M(1-R)i-1

年次 別感 染 危険 率が求 め られれ ば,あ る暦年(i)の

あ る年齢(j)の 既感 染率(Aij)は 次式 によって表 され

る。

Aij=1-{(1-Pi-j)(1-Pi -2)(1-Pi-1)}

i-1<1の 時 はPi.j=M

1970年 代 後半 か ら罹患 率 の減少 速度 が鈍化 してい る

が(Fig.2),も しFig.1の 破線 のよ うに感染危 険率の減

少速度 も途 中のあ る暦年(K)か ら変化 した(R1→R2)

と仮 定 す る と,変 化 後 の ある暦年(i)の 感 染危 険率

(Pi)は 次式 によ って表 される。

Pi=M(1-R1)k-1(1-R2)i-k

i>kの 条件で

実 際 に は,変 化 後の減 少速度R2は,最 近感染を受 け

て短 い期間 に発病す ることが多 く,感 染危険率の変化の

影響 を受 けやす い と思 わ れ る0～29歳 の年齢層の最近

10年 間の罹患率減少速度5%を 採用 した。

年次 別年齢別既感染率 は,こ こで求めたPiをAijの

式 に代入 し,先 と同 じ手順で求め ることがで きる。

感染危険率が年齢 によって異 な ることは,こ れまで も

指摘 されて きた10)12)13)。もし年 齢別 にそれぞれあ る重

Fig. 2. Reported New Cases of Tuberculosis
,

Japan, 1962-1989.

み(Wj)を 付 け て,あ る 暦 年(i)の あ る年 齢(1)の

既 感 染 率(Aij)を 求 め る場 合,Aijの 式 は次 の よ うに

変 え られ る。

Aij=1-{(1-Wj・Pi-j)…

…(1-W2・pi -2)(1-W1・pi-1)}

Stybloら は,14～29歳 はそれ以外 の年齢 よ り感染危

険 率が 高 い と し,各 年齢 に1。1～1.5倍 の重 みを付 けた

が,彼 らの年齢へ の重み は便宜的 なもので,実 際の重み

を測定 して付 けたもので はないので,本 研究で は年齢へ

の重 み(Wj)を,BCGが 広 く普及 す る以前 の昭和30

年代 の年齢別 ツベル ク リン陽性率か ら検討 した。

この ように して求めた年次別年齢別既感染率 に年次別

年齢5歳 階級 別推 計人 口14)を掛 け合わせ既感染人 口を

求めた。 これか ら,全 人 口に占め る既感染者の割 合が1

%に な る年を結 核の根絶年 とした。

結 果

Fig.3は10年 ごとに,既 感染率 の年齢 による変化 を

図示 した もので あ る。実 線 は1947年 まで感 染危 険率

M=4%,そ の後 の減少速度R=0.1(10%)と して計

算 した もので あ り,破 線 は最近 の罹 患率 の鈍化 に鑑み

1977年 の時 点 で,感 染 危 険 率 の減少 速度 をR1=0.1

(10%)か らR2=0.05(5%)に 変 えて計 算 した もの

で ある。 ただ し,こ れ ら2つ の モデルは同 じ暦年で は,

年齢が異 なって も感染危険率 は同 じであ るということが

前提条件 となっている。2つ の年齢別既感染率 は,2000

年 まで はほ とん ど変 わ らな いが,2000年 か らは徐々 に

開 きが大 き くなり,特 に若 い年齢層での差が大 きくな っ

た。
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Fig.3. Estimated Prevalence of Infection by Age at Various
 Times of Observation, Japan.

Two kind of curves were estimated based on the same assumptions as 

Figure 1 and the assumption that annual risk of infection does not change 

according to age.

Fig.4. Estimated Proportion of the Popula

 tion Infected with Tubercle Bacilli, 

Japan, 1950-2080.
Two curves were estimated basedon the sema assump

tions as Figure 3. 

Population data for calculation were obtained from
 reference 14.

Fig.4は, Fig.3の2つ の モデルか ら計算 された年

齢別既感染率 に人 口を掛 け合 わせ,既 感染者人 口を計算

し,全 人口の中での既感 染者割合 を求 め,そ の経年変化

を示 したものであ る。年齢別既 感染率 同様,全 人 口に占

め る既感 染 者 の割 合 は,2000年 か ら徐々 に広が りを増

してい った。結核 の根絶基準 を既感染者が全人 口の1%

に達 す る時点 とす ると,減 少速度 を10%で ず っと一定

に保 った モデルで は,結 核の根絶 は2047年 にな ったが,

1977年 か ら感 染危 険率 の減 少速 度を半分の5%に した

モデルでは,結 核 の根絶 は10年 遅れ の2057年 と計算 さ

れた。

Fig.5はFig.3同 様10年 ごとに,既 感染率 の年齢

によ る変 化 を図示 した ものであ る。破線 は1947年 まで

感 染危 険率M=4%,そ の後 の減少速度R1=0.1(10

%),1977年 か らそれ が R2=0.05(5%)に 変化 し

た と仮定 したモデルでFig.3の 破線 と同 じである。 そ

れ に対 し,実 線 はこの モデル にTable(p.825)の(d)

に したが って0～4歳 はその暦年 の全体の感染危険率の

0.693倍,5～9歳 は0.818倍 とい うように年齢 に重み

を付 けた もので あ る。1970年 まで年齢 に重 みを付 けた

既感 染率 曲線 は,15～29歳 で 一気 に既 感染者割合 を高

め,そ れか ら高齢 に向か って少 しずつその割合を高めて

い く形 を示 した。 しか し1980年 か らは年齢 に重み付 け

しない モデ ルの曲線 と同 じくな だ らかな曲線 とな り,
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Fig. 5. Estimated Prevalence of Infection by Age at Various 

Times of Observation , Japan.
--: They are the same curves a

s the broken lines in Figure 3.
 That is, annual risk of infections up to 1947 was 4% and did not

 change according to calendar year; since then , it has declined 10% 
annually; since 1977, it has declined by 5% annually

-

: Calculation for estimation of prevalence of infection by age wac 
the same as the above, but annual risks of infection by age were

 weighted by the ratio (d) of Table .

2000年 か らは,両 者 は ほ とん ど重 な って し ま った。

Fig.6はFig.5の2つ のモデルか ら計算 された年

齢別既感染率 に人 口を掛 けあわせ,既 感染者人 口を計算

し,全 人 口に占める既感染者 の割合 を求 め,そ の経年変

化 をグ ラフに示 した ものである。実線 は年齢 に重みを付

け,破 線 は年 齢 に重 みを付 けない もので,Fig.4の 破

線 と同 じであ る。 この2つ のグラフを比較す ると,重 み

を付 けないモデルではFig.4で も示 したように2057年

に結 核の根絶基準 に達 したが,年 齢 に重 みを付 たモデル

で も1年 違 いの2058年 に根絶年 に達 した。

考 察

1.　わが国の感染危 険率 の推移 につ いて

1930,1940年 代 の わ が 国 の感 染 危 険 率 は,青 木 に よ っ

て 次 の よ う に ま と め られ て い る10)。(1)暦 年 に よ る変 動

は ほ とん ど な く,ほ ぼ コ ンス タ ン ト(減 少 速 度0)。(2)

農 村 で は2%,都 市 で は6%,全 国平 均 で は4%。(3)青

年 期 まで は年 齢 と と もに 高 くな る傾 向 に あ る。

戦後 の わが国の感染危 険率 については,BCGが 広 く

普及 し,ツ 反 によって結核菌への感染 の有無 を直接測定

す ることは困難 であ る。 唯一 それが可能 であ ったのが沖

縄県 で,沖 縄 では 日本 に返還 される間近 まで集団BCG

接種 が行 わ れなか ったため,1968年,1973年 の沖縄県

Fig. 6. Estimated Proportion of the Population
 Infected with Tubercle Bacilli, Japan, 

1950-2080.

Two curves were estimated based on the same assumptions 

as Figure 5. Population data for calculation were obtained 

from reference 14.
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結核実態調査 か ら感染危険率が計算 され た。 この結果沖

縄 県 の感染 危険 率 は1968年 にお よそ0.3%,そ の年間

減少速度 は9.8～11.3%で,指 数関数 的に減少す るとい

うモデル が よ く適合 す る こ とが 明 らかにされた12)。沖

縄県結核実態調査成績 とわが国全体 の結核実態調査成績

が大 きくは変 わ らなか ったので,こ の感染危 険率 はその

まま全国の結核感染危 険率 として用い られ,そ の後0～

4歳 の髄 膜炎 罹患 率,20～29歳 の塗抹陽性罹患率等 の

推移 と比 較検 討 され10),か な り妥 当な もの とされてい

る。 ただ し,最 近の諸指標問の関係 につ いての問題 は先

に指摘 したとお りで ある。

本研 究 で も1953～73年 の結核実態調査成績か ら感染

危険率 の妥 当性 を検討 した。 ある暦年 まで感染危険率 は

一定
,そ の後一定速度 で減少す るとい う基本 モデルを想

定 する と,あ る暦年 とその時 の感染危険率,そ の後 の年

平均減少速度 の3つ の定数 にさまざまな値 を代入す る こ

とによ って,さ まざまな条件 の年次別年齢別既感染率 曲

線が描 け る。 そ うして描 いた年次 別年齢別既感染率 曲線

と,わ が国 の1953～73年 の結 核実態調査 のデー タか ら

BCGな しの ツ反中等度以上の割合,肺 結核有 所見率の

年齢分布曲線を比較 した結果,基 本 モデルで3つ の定数

を,1945～47年 まで の感染 危 険率3～4%,そ の後の

減 少速度10～11%の 範 囲で変えて も,結 果 は実態調査

成績 と大 き く違 うもので はなか った15)。このことか ら,

基 本 モデ ルで わが国 の感染危険率 を1947年 まで4%で

一定,そ の後 の減少速度 を10%と したのは1970年 代 ま

では,現 実 と大 き く違 っている ことはない と考 える。

2.　最近 の罹患率減少速度 の鈍化 を考慮 して

日本 に お ける結核罹 患率 は年10%の 割 合で順調 に減

少 して きた が,1970年 代 後半 か らその減少速度にかげ

りがみ られ,1970年 代後 半 で は8.5%,1980年 代前半

で は5%,1980年 代 後半 で は年平 均3.5%ま で に鈍化

す るよ うにな った(Fig.2)。 この傾向 はすべての年齢

層で観察 され,特 に39歳 以下で顕著で ある。 このため,

最近 の感染危険率 につ いて も一定 の割合で順調 に減少 し

ていると考 えるには疑問 がある。 そ こで 日本 における感

染危険率の減少速度 も同 じよ うに鈍化 している と考 えた。

ただ し,昭 和10年 の年齢構成 で年齢 を補正 する と,

罹患 率の減少速度 の鈍化 はかな り改善 され,最 近 の全年

齢 での罹患 率減少速度 の鈍化 に人口の高齢化 によ る影響

が大 きいのは確かであろ う。近 年高齢 者におけ る再 感染

発病 の可 能性 を示 唆す る報 告16)17)もでてい るが,徳 田

によると,高 齢者の発病の大部分 は,や はり内因性再燃

によ る ど考 え られ る もの で あ った18)。したが って,最

近 の感染危険率 の変化を全体の罹患率の変化か ら捉 え る

ことはで きない。 そこで,最 近感染 を受 けて短 い期間 に

発病 する ことが多 く,感 染危険率 の変化 の影響 を受 けや

す い と思 われ る0～29歳 の年齢層の最近10年 間の罹患

率減少速度 を,最 近 の感染危険率の減少速度 に等 しい と

考 えた。

3.　感染危 険率 の年齢差

感 染危 険率 の年齢 の違 いによる影響 を考慮す ることの

必 要性 は これ まで も強調 されてきた10)12)13)。同 じ暦年

の中で は,青 年層 と若 い成人 での感染危険率 は,子 供や

年長者での感染危 険率 に比 べ高 い といわれている。 この

年齢 の影響を検討す るため,Stybloら は,14～29歳 の

各年 齢 に1.1～1.5倍 の重 みを付 けて,い くつかの異 な

る出生 コホー トで50歳 にな るまでの年齢別既感染率 を

計算 し比 較 した13)。しか し,年 齢 に重 みを付 けて も付

けな くて も,結 核問題の将来予測 には,実 質 的な差 を生

じることはないという結論を得た。

本研究で も,同 様 に年齢 に重みを付 ける方法で,年 齢

に よ る影 響 を検 討 した。Fig.7のAとBの グ ラフ は

1930年 代 に全国 で実施 され たさ まざまなツ反の調査結

果 を掲 載 した良 田 の論 文19)か ら得 た年齢別 ツ反陽性率

であ る。 どち らも全国 の年齢別 ツ反陽性率 と して載せ ら

れて い た資 料 で ある。2つ のグ ラフはいずれ も30歳 以

上で加 齢 とともに陽性率 がわずかに減少 して いる。理論

的 には一度感 染を受 けて ツ反 陽性 とな った ものが再 び陰

性 にな る こと は起 こ らな いはず で あるが,こ のよ うな
"陰性復帰"は 実際の ツベル ク リン検査 では しば しば観

察 され る12)。Stybloら によ って開発 された年齢別既感

染率か ら感染危険率を計算す る方 法 は,一 度獲得 された

ツ反陽性 の反応 は,決 して陰性に戻 ることはない とい う

仮 定 に立 って いる。そ のた め本研究で は,29歳 までの

年齢別既感染率 を年齢 の重みを決め るためのデー タとし

て用 いた。

Fig.7の3本 の破線 は,感 染危険率がそれぞれ5%,

4%,3%で 年齢 および暦年 による違 いはな く一定であ

ると仮定 した ときの年齢別既感染率 を示 したものであ る。

これ らと直接 ツ反を して得 られたツ反陽性率の グラフA,

Bを 比 べ ると,グ ラ フAの29歳 まで の曲線 は感染危険

率4%の 曲線 に近 く,グ ラフBの29歳 まで の曲線 は感

染危険率3%の 曲線 に近 い。基本 モデルで感染危険率 は

1947年 まで4%で 一 定 と したの で,こ の4%の 曲線 に

近 い グ ラフAを,1947年 まで の年齢別 ツ反応陽性率 を

代表す るグラフと考えた。

Tableの(b)は グラフAの 年齢 別 ツ反 陽性率 である

が,こ れ か ら森 の方 法12)で 年齢 階級 別感染危 険率(C)

を計算 した。次 に全体の感染危険率4%に 対 す る年齢 階

級 別感 染危 険率 の比(d)を 計算 し,そ の比を年齢 に付

ける重み とした。感染危険率が4%で 年齢 および暦年 に

よ る違 い はな く一 定 で ある と仮定 した モデル(Fig.7

の破線4%)に 年 齢 の重 みを組み込む と,Fig.7の 線
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Table Age-specific Positive Rate and Average

 Annual Risk of Infection.

(a) Age-group

(b) Age-specific tuberculin positive rate (%).

 Data are from reference 19.

(c) Average annual risk of infection by age.

 Calculation is based on reference 12.

*: As the positive rate of those over 30 years old

 was less than that of the 25-29 year age-group, 

calculation is impossible. Annual risk of infection

 for the over 30 year age-group is assumed to be 

4%, because the curve A up to 29 years in Fig. 7

 is distributed around the curve whose overall risk

 of infection is 4%.

(b) Ratio to the annual risk of infection 4%.

Wの よ うにな った。 この曲線 はグラフAの29歳 までの

年齢別 ツ反陽性率 のグラフをよ く再現 している。

遠藤 らは,Waalerの 疫学 モデルを改変 し,結 核実態

調査 成績 を当て はめ る システム分析 の方法20)で,1958

年,1968年 の年 齢別 既感 染率 を推 定 したが,こ れ は本

研究での推定 とよく一致 して いた。 これか らも年齢への

重みの妥当性が指示 され る。

既感 染率 に与 え る年 齢 の影響 は,Fig.5に 示 され る

よ うに1970年 まで は大 きいが,そ れ以 降は次第 に小 さ

くな り,2000年 か らは ほ とん ど影響 がない といえ る。

これは感染危険率 の高 い時代 は,若 い年齢層 で年齢 によ

る影響 が強 く反映 されるが,感 染危 険率 が低下 し既感染

者 のほ とんどが高年齢 に移 ってい った時点 では,若 い年

齢層へ の新 たな感染 の機会 は非常 に小 さ く,そ こに大 き

な年齢 の重 みをか けて も既感染者 の割合 に影響 を与 える

ほど大 きな要因 にはな らないことの現れで ある。

全人 口に占め る既感染者の割合か ら結核 は何年 に根絶

基準 に到達す るかをみ ると,年 齢 に重みを付 けた モデル

と重みを付 けな いモデルで,推 定 された根絶年 はわずか

1年 しか違わない。 これか ら,年 齢の影響 は将来の結 核

問題の大 きさを予 測す るとい う目的のために は,ほ とん

どその影響力 はない といえ るだろ う。

4.　最近 の感染危険率 の推定 についての問題

根絶年 を予測す るにあた り最 も重要 な問題 は,い かに

Fig. 7. Observed and Estimated Prevalence of Infection by Age , Japan, 1930s.
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して信頼で きる最近 の感染危 険率 を得 るか とい う点 であ

る。全体の罹 患率の減少速度 の鈍化 は,日 本 における急

速な高齢化 によ るもの と考 え られる。高齢者 か らの発病

は,過 去の高蔓延期 に強い感染 を受 けた人 が,細 胞性免

疫能 の低下2)21)22),結 核 発病 の 引金 になる合併症 の増

加23)等 の理 由で発 病 す る内因性再燃 による発病 がほ と

ん どと考 え られ る。 このよ うな状況下 では,罹 患率 の減

少速度 の鈍化 イ コール感染危 険率 の鈍化 とはな らない。

しか し,現 在 は次 のよ うな特徴 を もった"時 代"と い う

問題 があ る。

1940年 代後半 に起 こった急速 な結核死亡率 の低下 は,

感染危 険率 も急速 に低下 させた と考 え られる。 しか し感

染危険率低下の恩恵を受 けたのはその後 に生 まれた コホー

トのみで,そ こでは既感染率 の急速 な低下 が起 こった。

同時 に1950年 代 に入 って始 ま ったわが国の高齢化 は先

進諸 国に比 べて もまれにみる急速 なテ ンポであ った14)。

そのため,戦 前 に生 まれほ とんどが強い感染 を受 け既感

染 とな ってい るコホー トは,数 を減 らす ことな くそのま

ま時 の流 れ と ともに高齢 に移 って い った。 そ して現在

1990年 には,戦 前 に生 まれ既感染率 が50～80%と 高 い

年齢 コホ ー トは50～60歳 代の年 齢に達 した。50～60歳

代 の年齢層 はまだ社会の第一線で活躍 してい る。戦後 の

ベ ビー ブーム に生 まれ団塊の世代 といわれ る40歳 代 も

既感染率 は約25%あ り,い わゆ る働 き盛 りの世代 とな っ

た。 これ らの世 代 が ほとん ど結核に未感 染の30歳 代以

下 の世代 と一つ屋根の下 に同居 し,社 会的活動 を共 に し

て いる。 この ような時代 は結核の長い歴史でみれば,か

なり特殊な一 こまといえ るだ ろう。職 場で高齢者 か らよ

り若 い者への感染を引 き起 こすよ うな事例 は,最 近 の集

団感 染等 で観 察 され る よ うに頻 繁に起 こってい る24)。

したが って罹患率の鈍化がその まま感染危 険率の鈍化 と

はな らないまで も,最 近の罹患率減少速度 の鈍化 に鑑 み,

感染 危 険率 も1977年 か ら鈍化 させた ことは現実的な も

ので あると考え る。

ただ し,鈍 化 の始 ま った1977年 か らの感 染危 険率の

年平 均減 少速度を,過 去10年 間の0～29歳 の罹患 率の

減少速度 に等 しいと仮定 したが,こ の年代の罹患率の減

少速 度 も必 ず しも安定 した もので はない。 また1977年

の時点 で10%か ら5%と 変化 させた減少速度を根絶基

準 に達す る年 まで用 いることにつ いて も,い ろいろ問題

が あろう。

日本 における高齢化 は2020年 まで続 き,こ の年 に ピー

クに達 す る と予 測 されて いる14)。2000～2010年 は,現

在 の50～60歳 代 が社会 の第一線か ら退 く時期であ り,

2020年 か らはそ の世代 が徐 々 に世を去 る時期 とな る。

そ れ まで増加 を続 けて る60歳 代 の既 感 染者数 は2000

年 か ら下 降 に転 じ,70歳 代の既感染者数 も2010年 か ら

下 降 に転 じる25)。この こ とは現 在起 こってい る高齢者

発病 による若年者への感 染の機会 を急速 に低下 させ る も

の であ ろ う。 この状 況 を考 え れば,1977年 か ら5%と

ゆ る く した減少 速度 を,2010年 か らは再 び元 の10%に

近づ けるほうがよ り妥 当であ るか もしれない。

しか し,年 平 均 減少速度 を2010年 の時点以降加速 さ

せ ることは,将 来問題にな ることが予想 される次 の危険

を無視す ることにな る。

第1の 問題 は,結 核問題の地理 的な偏在化 である。 こ

の問題 は以前か ら論 じられて きたが,保 健所別 に罹患率

等をみ ると,そ の格差 はよ り広が りつつある。特 に,結

核患者の発生の多い大阪の西成保健所,東 京 の浅草保健

所 は管内 に簡易宿泊所街を持ち,単 身の男子労働者 が多

く住む所であ るが,こ こで は,近 年全 国平均 との差 をよ

り拡 大 しつ つ ある25)。そ こに住 む住民 はアル コール依

存 による肝機能障害者が多 いうえ,労 働者 の大半 が住所

不定かっ未組織であ る。そ して結核問題で は社会 的要 因

により治療の継続が非常 に困難なのが,最 大 のネ ック と

な って い る26)27)。この よ うな ス ラム地区の住民 が低 蔓

延下 の結 核 のふ きだ ま り28)とな り,最 近 の米国のよ う

に日本 の結核問題のかな りの部分を 占め るよ うな時期 が

くることも考 え られ る。 そのよ うにな った場合,そ こは

結核の感染 ・発病 ・治療 のすべての面 で問題 が残 された

地域であ るため,感 染危 険率の減少速度 は非常 に遅 い も

の とな ろう。

第2の 問題 は,ア ジア諸国か らの入国者の問題であ る。

近年,就 労 ・就学を 目的 に入国す る入国者か らの結核の

発生が増加 の一途 をたどって いる。最近5年 間 に入国 し

た外国 人か ら発生 した結核患者 の調査29)で は,年 発生

数 はまだ 日本全体 の1%に も達 してお らず,日 本人 に感

染 させた とい う報告 もないが,そ の発生数 は年 々急増 し

てい る。 日本語学校就学生 を対象 に した検診 か らの患者

発見 率 は,日 本 の学校検診 に比 べ約40～60倍 との報告

もあ る30)31)。

米 国 で は,外 国生 ま れ の新 発 生 結 核患者 の割 合 が

1987年 に は22.6%を 占め るまでに増加 した。特 にア ジ

ア人 で の罹患 率 は高 く,米 国入国直後1年 で は10万 対

200～300と い う非常 に高 い値 を示 して いる16)。日本の

経済が安定 して いる限 り,観 光 ビザ などで入国す る不法

労働者 も含 め,結 核が高蔓延 のアジア諸国か らの入国者

は増 え続 ける と考 え られ,こ の問題 は今以上 に大 き くな

るであろ う。

第3の 問題 は,HIV感 染者 の動 向である。結核既感

染 者がHIVお よび,AIDSに 感染 する と結核発病率 は

高 いが,結 核 の低 蔓延 国 で はHIVの 高 危 険群 の15～

49歳 での結 核既 感染 率 はすで にかな り低 くな ってい る

ため,HIV問 題 は根絶 年の推計 に影響を与え るほどの

もので は ない との考 え3)32)も あ る。 しか し,米 国での

結 核罹 患率 の低下 が1985年 以降止 まったことの理由の
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一部 は ＨＩVの 流行 によ る4)16)と考え られてい る
。

現 在,日 本のHIV感 染者 はまだ少 ないが,近 年若 い

女 性 の血液凝固製剤以外 の理 由によるHIV感 染者が増

えており,や がて は諸外国 と同様の流行をた どるので は

ないか と危惧 す る声 も出始めて いる33)。現在30歳 代以

下 のほとん どは結核 に未感染であ るため,こ の年齢層に

HIV感 染 が起 こった と して も結核の発病 につなが る可

能性 は小 さいので,今 の ところ日本で は将来の感染危 険

率に及ぼす影響はほとん どない といえ るだろ う。 しか し,

急増 して いる外国人で は結 核の既感染率 は高 く,こ の集

団 でのHIV感 染の今後 の動向が問題 とな る可能性 もあ

り,上 記の危 惧を完 全に は否定 で きない。

以上 の諸事 情 を考 え る と,2010年 頃急速 な老齢化 の

一応 の安定 と既感染人 ロ グループの減少 とい う人 口構成

の変化 に伴 い感染の機会が減少 する として も,そ れにとっ

て替 わ り特定地 区,特 定 グループの問題 の悪化 がよ り顕

著 になるであろ うことは,か な り現実味 を帯 びて想像 さ

れる。 その改善 と悪化 のバ ラ ンスが どの程度か,現 時点

で推定す る ことはで きないが,そ れ ぞれ の傾向が明 らか

にな る まで,1977年 か ら根絶 基準 に達す るまで感染危

険率 を一律5%と したモデルは,か えって有効であ るか

もしれない。

5.　根絶年 の妥当性 につ いて

日本 の結核死亡率 は1989年 に10万 対2。9で あ ったが,

これ はオ ラ ンダの1960年 の死亡率2.9,米 国の1969年

の死 亡率2.8,イ ング ラン ドウェールズの1971年 の死

亡率2.9と ほぼ同 じ値であ る。 これか ら単純 に 日本 の結

核事 情 を世界 先進諸 国 と比較 する と,オ ランダよ り29

年遅 れ,米 国 よ り20年 遅 れ,イ ング ラン ドウェールズ

よ り18年 遅 れ とな っている。今 回求 めた日本 の結核 の

根 絶年 は2058年 で、 オ ラ ンダで推計 されて いる根絶年

2025年 よ り33年 の遅 れであ り,結 核死亡率か らみ た遅

れ とほ とんど変 わ らない。

幾 つ かの先 進諸 国で は21世 紀前半 に結核が根絶基準

に到達 し,残 りの先 進諸国で も10～20年 後 には,こ の

基準 に到達す ると考え られて いる3)。死亡率や罹患率等

他 の疫学指標の動向を これ らの国々 と比較 してみて も,

日本 の状 況 は20～30年 遅 れで同 じ経緯 をたど っている

ことか らすれば,本 研究 で行 った感染危険率 か らみた根

絶 年の予測が,非 常 に違 うことはない と考 える。

ま と め

感染危険率 とその減少速度か ら,日 本 にお いて結核が

根絶基準 に達 する年 を推計 した。年次別年齢別既感染率

を計算 するにあた り,年 齢 による影響を考慮 した モデル

も検討 した。 しか し,根 絶年 を予測す るにあた り,年 齢

の影響 は非常 に小 さいことがわか った。最近の感染危 険

率 の減少速度を どの程度 に設定す るかで,根 絶年の予 測

はか なり違 ったが,現 在の 日本の結核問題の大 きさを先

進諸 国 と比較 し,2050年 代後 半 に 日本 の結核 は根絶基

準 に達す るであ ろうと予測 した。

本研 究 は 日本 公衆衛 生学会15)で 発表 した ものを一部

修正 し,そ の後TSRU34)で 発表 した ものを もとに考察

を加え まとめた ものであ る。稿 を終 え るにあた り,御 指

導,御 校閲を賜 りま した結核予 防会結核研究所所長,青

木正和先生,御 校 閲を賜 りま した同副所長,森 亨先生 に

深 く感謝 の意 を表 します。 また,図 表 の作成 に協力下 さ

いま した同疫学 の宮本薫 さんに御礼 申 し上 げます。
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